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Abstract: In order to clarify the occurrence trend of feeding damage and the actual situation of damage to 

cultivated nori Pyropia yezoensis, an interview survey was conducted with approximately 60% of 

fisherpersons in Aichi Prefecture in 2022. The results showed that the incidence of feeding damage varied 

depending on the region and time of year, with the mean and maximum loss percentages for each region 

raging from 2-14% and 4-45%, respectively. The feeding damage by fish was most pronounced in early 

December, and then ended as the water temperature decreased. The incidence tended to be lower in areas 

with shallow water. The feeding damage by birds tended to be higher in early December and early January, 

mainly in farms relatively far from the mouth of the bay, while it was hardly observed in areas around 

islands and near the mouth of the bay. Using the results of the interviews and the sales records at the 

auction of nori by the Aichi Prefecture Federation of Fishery Cooperative Associations, we estimated the 

amount and value of loss in each fishing season due to feeding damage from 2016 to 2020 fishing seasons. 

As a result, the number and amount of loss was estimated to be about 19 million pieces, which correspond 

to 7% of the total production. This study clarified the scale and trend of nori feeding damage and its 

relationship with the fishing ground environment, and will provide important knowledge for future 

countermeasures. 
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愛知県におけるスサビノリ Pyropia yezoensis 養殖は，

県内の海面養殖業の大部分を占める重要な産業であり，

2022 年の乾海苔生産枚数が約 2.2 億枚，生産額が約 27

億円である。１）しかし，秋季の水温低下の停滞による生

産期間の短縮，栄養塩濃度の低下に伴う色落ち，魚類や

鳥類による食害などの理由で，経営体数及び生産量が減

少している。２-５）そのうち食害は，伊勢・三河湾だけで

なく，有明海，瀬戸内海，東京湾など全国各地のノリ養

殖漁場において深刻な問題となっており，主な食害生物

は魚類ではクロダイ Acanthopagrus schlegelii，鳥類ではヒ

ドリガモ Mareca penelope であることが指摘されている。

４-１０)愛知県の生産者は養殖施設の周囲を防除網で囲う
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などの食害対策を実施しているが，１１) 食害を完全には

防除できていない。この食害による損失量などを調査し

た事例や，地域的・時期的な発生傾向の特徴を把握した

知見は全国的に少なく，それらの全体像は不明瞭であっ

た。食害を低減させる技術開発や効果的な施策を行うた

めには，食害の発生規模や発生傾向を捉えた基礎的な知

見が不可欠である。そこで，本研究では，愛知県内の生

産者に対して大規模な聞き取り調査を実施し，食害によ

る損失割合と食害生物種の出現傾向を地域別・時期別に

整理するとともに，水温や水深・地形などの漁場環境と

の関係を調べた。また，実際の乾海苔販売記録を用いて，

食害による推定損失枚数を試算した。

 

材料及び方法 

(1) 聞き取り調査 

愛知県においては，2022 年度時点で 12 地域の 135 経

営体がノリ養殖を行っている（図 1）。１２）聞き取り調査

は，全地域の計 77 経営体 57％に対して 2022 年度に実施

した（表 1）。本県の養殖方式は，豊浜・大井以南の知多

半島南部の地域では浮き流し方式，三河湾北西部の西三

河（西尾・味沢，一色，衣崎）では支柱柵方式が主流で

ある一方，知多半島北部の地域（鬼崎，小鈴谷，野間）

及び渥美では浮き流しと支柱柵の両方式により生産され

ている。また，多くの地域で二期作が実施されており，

漁期は秋芽網生産期（主に 11月中旬から 12 月下旬まで）

と冷蔵網生産期（主に 12 月下旬・1 月上旬から 2-3 月ま

で）に二分され，地域により異なるものの各生産期に 4 

 

 

 

回程度摘採を行う。食害傾向の時期的な変化を把握する

ため，聞き取り調査では漁期を 8 つの摘採時期に分割に

して（表 2，秋芽網生産期 1-4 回摘採，冷蔵網生産期 1-4

回摘採；以下 a1-a4,r1-r4 と表記），各摘採時期における

食害による損失割合（食害により収穫できなかったノリ

網数/生産期のノリ網数）を聞き取りした。「食害により

収穫できなかったノリ網」には，部分的に食害を受けた

網も含まれるが，その割合を考慮して枚数に換算した。

例えば，全体の 1/3 の葉体が食害により消失した場合は，

1/3 枚とカウントした。ただし，食害を受けた範囲が極

僅かである場合，そのノリ網は含めなかった。愛知県内

のノリ漁場全体では 2021 年時点で 79％が防除網を用い

 

  

地域 
知多 西三河   

鬼崎 小鈴谷 野間 豊浜 大井 師崎 日間賀島 篠島 西尾・味沢 一色 衣崎 渥美 計・平均 

全経営体数 39 4 30 11 5 4 7 13 5 4 7 6 135 
調査数 18 3 11 5 5 4 5 8 4 4 4 6 77 

調査率(％) 46 75 37 45 100 100 71 62 80 100 57 100 57 
養殖方式 浮/支 浮/支 浮/支 浮 浮 浮 浮 浮 支 支 支 浮/支 - 

設置率（％） 99/97 100/86 92/14 65 100 100 86 85 100 100 25 0/0 79 

摘採時期 a1 a2 a3 a4 r1 r2 r3 r4 

想定時期 12 月初旬まで 12 月上旬 12 月中旬 12 月下旬 1月上旬 1 月下旬 2 月上旬 2月中旬以降 

共販回次 1 回汐 2 回汐 3 回汐 
3 回汐 

4 回汐 
4 回汐 5 回汐 6 回汐 7-10 回汐 

図 1 愛知県におけるノリ養殖を営む地域 

   沿岸部の破線は水深 5mの位置を示す。 

表 1 各地域の経営体数，聞き取り調査数，調査率及び養殖方式と 2021 年度時点の防除網設置率 

；中島・成田(2024)より一部転用 

表 2 各摘採時期の想定時期と対応させた共販回次 



て食害対策を実施しており，１１)対策状況は毎年同様で

あると考えられることから，本調査の損失割合は食害対

策を実施した状態における損失状況を表す。また，食害

生物の内訳を調べるために，各摘採時期に出現する食害

生物の種類と頻度も聞きとり，それぞれ「魚類・鳥類」

の 2 生物及び「よく見る・時々見る・見られない」の 3

段階に区分した。なお，鳥類の食害を受けたノリ網は，

葉体が根本から切断される食害痕がまばらに残ることが

経験的に知られているため，本調査では目撃情報と食害

痕の情報を踏まえて生物種の出現状況を判断してもらっ

た。また，食害傾向は年により変動すると推察されたた

め，生産者には過去 5 年間（2016 年度から 2020 年度漁

期）を想定してもらい，平均的な傾向を回答してもらっ

た。2021 年度漁期は例外的に極端に食害の少ない年であ

ったため，想定から除外した。ただし，前年の傾向しか

回答できないとした 7 経営体については，2021 年度漁期

を想定した聞き取り結果を用いた。また，経営体数が比

較的多い鬼崎と野間については，養殖方式により食害の

傾向が異なる可能性を考慮し，浮き流し方式と支柱柵方

式に区分して聞き取りをした。 

(2) 食害による損失割合及び食害生物の出現傾向の算出 

食害による平均損失割合（ML）は，調査対象の経営体

の生産規模に応じた加重平均値として，各地域の各摘採

時期について以下の通りに算出した。 

MLi = ∑(lik × Sk) / ∑ Sk 

likは聞き取り調査の対象となった経営体kが回答した摘

採時期 i（a1-a4,r1-r4）における損失割合を，Skは経営

体ｋが摘採時期 i に張り込んだノリ網枚数を表す。また，

食害生物の出現傾向を把握するために，魚類・鳥類の出

現割合を表す頻度指数 FI を各地域の各摘採時期につい

て以下の式により算出した。 

FIi = (f1 + 0.5×f2)/(f1+0.5×f2 + b1+0.5×b2) 

ただし，f1・f2 及び b1・b2 は，それぞれ魚類及び鳥類

の摘採時期 i における「よく見る」・「時々見る」の回答

数である。FI は 1 に近いほど魚類の出現割合が高く，0

に近いほど鳥類の割合が高いことを意味する。魚類また

は鳥類による食害のそれぞれの損失割合は，その頻度指

数に比例すると仮定して算出した。すなわち，魚類によ

る損失割合は MLiに FIiを乗じた値，鳥類による損失割合

は MLi に 1-FIiを乗じた値とした。 

(3) 食害による年間損失枚数の試算 

年間推定損失枚数 YL（乾海苔換算）は，以下の式によ

り各年度の各地域について試算した。 

YL = ∑(Yi-Yi)・・・(i) 

ただし，Yiは，各年度・各地域における摘採時期 i の生

産枚数を，Yi は食害がないと仮定した場合の摘採時期 i

の仮想生産枚数とする。Yiは平均損失割合 MLi を用いて

以下の式により算出した。 

Yi = Yi/(1-MLi)  ・・・(ii) 

本研究における摘採時期（a1-a4,r1-r4）は，聞き取り

調査を円滑に実施するために漁期を便宜上区分したもの

であるため，生産枚数 Yiの実際の値は厳密には分からな

い。愛知県のノリ養殖において，収穫されたノリはほぼ

全てが乾海苔に加工され，原則として毎年 10 回汐まで開

催される愛知県漁業協同組合連合会の乾海苔共販（以下，

共販）に地域別に出品される。そこで，各年度・各地域

の摘採時期 i における生産枚数 Yi は，共販の販売記録

（2016 年度から 2020 年度まで）を用いて以下の 2 つの

方法により推測した。 

① 共販の開催日から摘採時期を推測する方法 

共販の各回次の開催時期から，出品されている製品の

大まかな摘採期間を推測し，本研究において区分した摘

採時期と共販回次を表 2 のように対応させた。すなわち，

共販1,2,3回汐ではそれぞれ秋芽網1,2,3回摘み製品が，

共販4,5,6,7-10回汐では冷蔵網1,2,3,4回摘み製品が主

な出品物となっていることを想定した。例えば，ある地

域における Ya1は， 

Ya1 = (同地区における共販 1回汐の出品枚数) 

とした。ただし，西三河の地域については，共販 3 回汐

で a3,a4 の製品がまとめて出品されている場合が多いた

め，西三河の地域における Ya3及び Ya4は共販 3 回汐の出

品数の半分を充てた。すなわち， 

Ya3 = Ya4 = (共販 3 回汐の出品枚数)/2 

とした。一方，知多の地域については，共販 4 回汐にお

いて秋芽網製品と冷蔵網１回摘み製品が同時に出品され

ている場合が多いため，知多の地域における Ya4及び Yr1

には，4 回汐の出品枚数の半分を充てた。すなわち， 

Ya4 = Yr1 = (共販 4 回汐の出品枚数)/2 

とした。なお，Yr4については，共販 7-10 回汐までの累

計出品枚数とした。 

② 製品の等級区分から摘採時期を推測する方法 

実際の共販では必ずしも表 2のように対応していると

は限らず，例えば 2 回汐に a1製品が出品される場合もあ

るため，製品の等級情報から摘採時期を推測する方法も

検討した。共販では，乾海苔製品はその品質や摘採回数，

養殖方式などにより様々な等級に区分されて販売される。

等級区分などから製品の摘採時期が判断可能な場合，そ

の等級の総量を Yi に充てた。例えば，秋芽網１回摘みの

製品は「初等級」と表記される。そこで，秋芽網１回摘

みの生産枚数（Ya1）には初等級の累計出品枚数を充てた。



また，共販 1 回汐における「初等級」以外の製品は，開

催時期から考えて秋芽網 2 回摘採である可能性が高いの

で，その枚数を Ya2 に充てた。このように，摘採回数が

等級区分から直接判断できなくとも，共販の開催時期や

他の製品の等級などから摘採時期が推測可能である場合

は，その出品枚数を各摘採時期の生産枚数 Yi に充てた。

一方，等級などの情報だけでは摘採時期が推測できない

場合，その摘採時期は直前の共販における製品の摘採時

期より１つ後であると仮定した。例えば，共販 2 回汐に

おける製品が a2，a3 と推測された場合，3 回汐における

製品は a3，a4 が主体であると仮定した。 

以上の①及び②に基づき，各摘採時期に対応する生産

枚数 Yi を各年度・各地域について求めた。その後，(i)

及び(ii)により各年度・各地域の損失枚数 YL を求め，全

地域のそれぞれの値の和を年度ごとにとることで年間推

定損失枚数を算出した。 

(4) 漁場環境及び食害生物に関する情報の収集 

 魚類による食害の損失割合と各地域の水深及び地形の

関係を検討するため，各地域における水深と地形の情報

を，海底地形デジタルデータ M7000 シリーズ「遠州灘」

（日本水路協会）の 1m 間隔の等深線データを用いて地理

情報システムソフト QGIS により算出した。まず，等深線

レイヤの点データを抽出した後，補間機能（TIN）でメッ

シュ化し，任意の平面上で水深の情報を取得できるよう

にした。次に，各地域の漁場を囲う大まかな範囲におい

て，漁場の岸側から沖側までの対角線上について水深の

連続データをプラグインツール（terrain profiler）を

用いて取得し，岸側から沖側までの断面図の折れ線グラ

フの作成及び平均水深の算出をした。各地域の海底の地

形については，その複雑さの目安として海底地形の断面

図の始点から終点までの折れ線の累積距離と直線距離の

比を求めた。折れ線距離と直線距離は，各地域の水深の

断面図グラフを画像化し，画像解析ソフト ImageJ を用い

て測定した。 

地域間の食害圧の違いが水温差に起因している可能性

を検討するため，魚類による食害が比較的多い鬼崎と，

比較的少ない小鈴谷における 2016 年度漁期の漁場水温

を比較した。水温は，水中用温度測定ロガー（ティドビ

ット V2，オンセット社）をノリ網に装着し記録した。た

だし，ロガーが干出により大気中に露出している時間の

記録を排除するため，名古屋における気象庁の毎時潮位

予測データ（https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/db/t

ide/suisan/suisan.php，2024 年 11 月 15 日）と照らし

合わせ，愛知県においてノリ網の張り込み水位の基準と

なる 10 号線(115cm)１３）より高潮位時のデータのみを使

用した。 

 ヒドリガモの愛知県への飛来数を調べるため，愛知県

が実施している鳥類生息調査（https://www.pref.aichi.

jp/soshiki/shizen/tyourui-seisoku.html，2024 年 12

月 15 日）の結果を用いた。この調査は 1967 年から実施

されており，近年では県内の 22 定点において月に 1 回，

定められた範囲において調査員が見聞した野生鳥類の種

類と数を記録している。定点にノリ漁場は含まれていな

いが，県内における飛来時期を把握するため，2016 年度

から 2020 年度漁期に該当する期間の 22 定点の合計デー

タを抽出した。なお，県内のノリ漁場においてはオカヨ

シガモ Mareca strepera のノリの摂餌も確認されている

が，５）ヒドリガモに比べ捕獲数が少なかったことや，他

県におけるノリ食害の既往知見でも記述がみられないこ

とから，本研究では考慮しなかった。 

 

結  果 

(1) 各地域における損失割合と食害生物の内訳 

 各地域における各摘採時期(a1-a4,r1-r4)の損失割合

を積み上げ棒グラフで，a1 から r4 の損失割合の平均値

を実線で示した（図 2）。食害による損失はいずれの地域 

においても発生していたが，損失割合の平均値は 2-14％

程度と地域により異なっており，野間や西尾・味沢で

2-3％と比較的低く，鬼崎，大井，師崎，渥美においては

10％以上と比較的高かった。損失割合のピークは大部分

の地域で a1,a2 において認められ，その値は 9 地域にお

いて 10％を超えていたが，摘採時期が進むにつれて低下

する傾向にあった。一方，一部の地域（鬼崎，小鈴谷，

豊浜，一色，西尾・味沢）においては，損失割合は r1,r2

においてもピークが認められた。損失割合 ML に対して頻

度指数 FI（または 1-FI）を乗じ，魚類及び鳥類による損

失割合をそれぞれ算出し，積み上げ棒グラフで黒塗り及

び白抜きで示した。魚類による食害の損失割合は小鈴谷，

野間及び西三河（西尾・味沢，一色，衣崎）においては

ピーク時でも 5％以下と低く，その他の地域においては

ピーク時に 10％以上と比較的高かった。魚類による食害

のピークは a1,a2 に位置し，その後徐々に低下して r1

以降では 0-6％程度であった。一方，鳥類による食害の

損失割合は，師崎，日間賀島，篠島，渥美においては 0％

で，野間と西尾・味沢においても常に 5％未満であった

が，鬼崎，小鈴谷，大井，一色，衣崎においてはピーク

時に 10％前後と比較的高かった。鳥類の食害のピークは，

a1,a2 に認められるパターン（大井，衣崎），r1,r2 に認

められるパターン（豊浜，一色），a1,a2 と r1,r2 の両方

に認められるパターン（鬼崎，小鈴谷）に大別されたが，

https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/db/t
https://www.pref.aichi.


1-2 回摘採の時期に集中する傾向は共通していた。また，

養殖方式別にみると，鬼崎においては支柱柵漁場と浮き

流し漁場で魚類と鳥類による損失割合の傾向に違いは認

められなかったが，野間では魚類による損失割合は支柱 

柵漁場より浮き流し漁場で高かった。 

(2) 食害による損失枚数 

2016 年度から 2020 年度の共販の販売記録と，本調査

で算出した平均損失割合 ML を用いて試算した県内年間

推定損失枚数を，総生産枚数と併せて表 3 に示した（た

だし，総生産枚数は，現在廃業している美浜町及び吉田

の値を除いたもの）。①共販の開催日から摘採時期を推測

する方法で推定した場合，推定損失枚数の平均値は

1,860 万枚で，その範囲はおよそ 1,600 万から 2,200 万

枚であった。②製品の等級区分から摘採時期を推測した

 

 

 

推測方法 2016 2017 2018 2019 2020 平均 

    総生産枚数（千枚） 335,599 272,083 253,824 225,716 233,881 264,220 

① 推定損失枚数（千枚）  21,727  18,634  17,760  18,687  16,146  18,591 

 損失枚数/総生産 (％) 6.5 6.8 7.0 8.3 6.9 7.0 

② 推定損失枚数（千枚） 23,161 20,725 19,943 17,209 17,713 19,750 

 損失枚数/総生産 (％) 6.9 7.6 7.9 7.6 7.6 7.5 

表 3 2016 年度から 2020 年度漁期における年間総生産に対する推定損失量 

図 2 各地域における魚類及び鳥類の食害による推定損失割合の推移（基本的に 2016-'20 年度漁期の聞き取り結果）

黒塗りが魚類の，白抜きが鳥類による食害割合を示す。グラフ内の実線はその地域における a1-r4 の平均損失

割合を，破線の左側は秋芽網生産期(a1-a4)，右側は冷蔵網生産期(r1-r4)を表し，（浮）及び（支）はそれぞれ

浮き流し方式と支柱柵方式を意味する。 



方法で推定した場合，5 年間の平均値は 1,980 万枚で，

その範囲は 1,700 万枚から 2,300 万枚であり，方法①と

②で推定結果に大きな差は認められなかった。総生産枚

数に対する推定損失枚数の割合は，方法①及び②でそれ

ぞれ 7.0％及び 7.5％であった。 

 

考  察 

損失割合と推定値の妥当性 

本調査では，ノリ養殖が行われている県内の全ての地

域に対して，全体の約 6 割の生産者に対して聞き取り調

査を実施することができた（表 1）。このような大規模か

つ統一的な調査によって得られた数値は，生産現場のノ

リ食害の平均的な発生傾向を概ね反映した値と考えられ

る。推定損失枚数の試算値は，各摘採時期における生産

枚数を 2016 年度から 2020 年度の共販の記録から推測し

た値と，その時期の平均損失割合を用いることで算出し

た。各摘採時期の生産枚数は①と②の 2 つの方法により

推測したが，②の等級区分により推測する方法では，製

品の摘採時期をより正確に把握できるため，損失枚数の

推定精度も比較的高いと考えられた。しかし，損失枚数

の推定値はどちらの方法でも大きな差は認められず，本

研究においては推測方法が損失枚数の推定値に与える影

響は比較的小さかった。 

 損失割合はその地域の食害圧を反映していると考えら

れるが，食害対策の実施率や対策手法は地域によって異

なるため，１１）地域間の食害圧の比較には注意を要する。

例えば，渥美では防除網による食害対策が一切実施され

ておらず（表 1），他の地域より食害を受けやすいため，

秋芽網生産期に損失割合が大きかった可能性が高い。  

魚類による食害の発生傾向 

魚類による食害は，鬼崎や浮き流し方式により生産し

ている知多半島南部で比較的多く，野間，小鈴谷や支柱

柵方式で生産している西三河（西尾・味沢，一色，衣崎）

において比較的少なかった（図 2）。また，野間において

は浮き流し漁場より支柱柵漁場で更に少ない傾向にあっ

た。そこで，魚類による食害損失割合の大きさと各地域

の水深及び地形の関係を検討した。地形の複雑さの指標

として，海底地形の断面図の始点から終点の折れ線距離/

直線距離の値を算出した。この値が小さいほど直線的で

単調な地形であることを意味する。各地域について，縦

軸に平均水深，横軸に海底地形の断面図の折れ線距離/

直線距離をとり，魚類による損失割合のピーク時の値が

円の大きさに比例するようにプロットした（図 3，食害

対策を実施していない渥美は比較から除外した）。魚類に

よる食害が小さい地域は平均水深が浅く，地形の断面図

図 5 愛知県におけるヒドリガモの月別観測数 

鳥類生息調査（愛知県環境部自然環境課）より作成

図 3 魚類による食害と水深・地形の関係 

  円の大きさはピーク時の魚類による食害の損失割

合を表す。×は魚類による食害が発生していない

ことを意味する。 

図 4 2016 年度漁期における各地域の漁場水温の比較 

   実線は 13℃（クロダイのノリ摂餌行動が減少する水

温；takakura et al., 2024）の位置を表す。 



の折れ線距離/直線距離の値が小さい傾向にあった。すな

わち，魚類による食害は遠浅で平坦な地域で少ない傾向

にあった。夏季の潮下帯においても，クロダイによるア

サリの食害は満潮時に多く，干潮時に少ないことが知ら

れている。1４）また，本種は昼間にノリを摂餌し，夜間

には海底や障害物に居着くことが指摘されている。1５)

地形変化が小さい漁場ではクロダイの居着き場所が少な

いことが推察されることから，クロダイによる食害が比

較的少ないことは合理性がある。したがって，遠浅な漁

場ではクロダイの侵入が比較的少なく，クロダイによる

食害も小さいと考えられた。 

魚類による食害は時期的な変化が全ての地域において

認められ，秋芽網生産期の序盤に最も高く，その後急激

に減少し，冷蔵網生産期序盤（1 月上旬）には終息して

いた（図 2）。クロダイのノリ摂餌量は水温の低下に伴い

減少し，12-13℃で 16℃の半量になることが室内試験に

よって確認されている。1６)また，野外においてもクロダ

イのノリ摂餌行動は水温 13℃を下回ると減少する。１５)

本調査の結果はこれらの知見と一致しており，水温低下

に伴う魚類による食害量の低下は，地域に依らず普遍的

であると考えられた。地域間の食害圧の違いが水温差に

起因している可能性を検討するため，魚類による食害が

比較的多い鬼崎と，比較的少ない小鈴谷における 2016

年度漁期の漁場水温を比較したところ，小鈴谷の海水温

は鬼崎より低く，13℃までの到達も早かった（図 4）。そ

の他の年度においても，両地域のデータが全て揃う年度

がなく同様の比較はできなかったが，漁場水温は鬼崎よ

り小鈴谷で低い傾向にあった。千葉県においても,食害の

少ない地域は海水温が比較的低い傾向にある。１０）また，

他海域の干潟では，クロダイの出現数は水温が低下する

11 月以降に減少することが知られている。１７）以上のこ

とから，小鈴谷，野間及び西三河は，遠浅で平坦な干潟

であり，水温の低下も早いためにクロダイの漁場への侵

入が少なく，クロダイによる食害も比較的小さいと考え

られた。 

鳥類による食害の発生傾向 

鳥類による食害は，湾内の地域（小鈴谷，鬼崎，大井

や衣崎）で比較的多く，島しょ部や湾口部付近の地域（師

崎，日間賀島，篠島，渥美）では少なかった（図 2）。主

な食害鳥類であるヒドリガモは外洋域で少なく，内湾や

河口域に多いことが知られている。１８）また，ため池な

どの住処から摂餌場所まで飛来するケースが確認されて

おり，ため池に近い麦作圃場では食害が集中する傾向に

ある。１９）本県においても，ヒドリガモの住処となりう

る河口域やため池は湾内の地域に多く，島しょ部付近で

少ないと考えられる。したがって，ヒドリガモの住処と

摂餌場となる漁場との位置関係により，鳥類による食害

圧が地域間で異なっていると考えられた。 

鳥類による食害は，秋芽網生産期もしくは冷蔵網生産

期の前半か，その両方でピークが確認された（図 2）。ヒ

ドリガモの食性は水生植物（特に沈水植物）や陸上の種

子や柔らかい葉，海藻類であり，２０)短く柔らかいノリ

葉体を好んで食べる。２１）一般に，ノリ葉体は摘採を重

ねると硬くなることが知られている。２２）したがって，

生産期前半の比較的柔らかい葉体を好んで摂餌すること

が推察される。ヒドリガモは，極東ロシアで繁殖した個

体が，冬鳥として日本に渡来する。２０）愛知県内のヒド

リガモの月別観測数を 2016 年度から 2020 年度について

調べると，観測数は 12 月に急増し，3 月まで 500-1,000

羽程度と多い傾向にあった（図 5）。有明海においても，

秋芽網，冷蔵網生産期の序盤に鳥類による食害が多いこ

とが確認されており，特に冷蔵網生産期に被害が増加す

る。６）ただし，これはオナガガモ Anas acuta の秋の餌と

なるイネ科の種子が減ることにより陸上の餌が少なくな

りノリ葉体に移行することが要因として挙げられている。

本県のオナガガモの観測数は10月から2月にかけて増加

し（2011，2012 年度で 500-5,000 羽/月），同時期のヒド

リガモ観測数と同程度であることから，２３）愛知県でも

オナガガモがノリを摂餌している可能性がある。以上の

理由から，生産期の序盤，特に冷蔵網生産期に鳥類によ

る食害が大きくなると考えられた。 

今後のノリ食害対策研究について 

本研究によって，食害によるノリの損失割合を推定す

ることで損失枚数が明らかになった。ノリ養殖における

食害の状況を数値化した調査事例は少なく，本調査では

ノリ食害の発生規模を捉えることができた。また，食害

の時期的変化や地域差が，食害生物の生態的特徴や漁場

の物理環境（水温，水深・地形など）と関連しているこ

とが示唆された。クロダイの食害が水温低下に伴い終息

する点は瀬戸内海と，ヒドリガモの食害が生産期の序盤

に多い点は有明海と共通しており，一定の普遍性がある

と考えられた。 

食害による推定損失枚数は，総生産枚数に対して約

7％であった。本研究では損失額の算出はしていないが，

食害のピークにあたる生産期の序盤は乾海苔の単価が高

い傾向にあることから，２,２４,２５）総生産額に対する割合

は 7％以上である可能性が高く，損失額は数億円規模に

なることが推察される。また，防除網による食害対策を

実施していない渥美においては，比較的水深が浅い地域

であるにも関わらず（漁場の平均水深は約 1m），魚類に



よる食害の損失割合が他の地域と比較して大きかった

（表 1，図 2）。したがって，現在多くの地域において実

施されている防除網による食害対策は高い防除効果を発

揮していることが推察される。一方，生産現場において

は防除網の設置やメンテナンスに多大な労力がかけられ

ており，生産性の著しい低下を招いている。１１）このよ

うに，食害は収量低下の収入面だけでなく，対策に講じ

る労力面でも大きな経済的損失を与えている。 

本調査により愛知県におけるノリ食害の全体像が把握

できたが，食害量の年変動に影響する要因までは特定で

きなかった。今後は，食害魚の駆除や食害対策の労力軽

減に向けた実践的・短期的な取り組みをさらに進めてい

くことに加え，海域の環境変化と食害生物の動態との関

係性や，食害量の変動要因など，様々な観点から食害増

加要因を探り，根本的な解決を目指すことも重要である。 

 

要  約 

養殖ノリの食害の発生傾向や損失枚数を把握するため，

愛知県の生産者の約 6 割に対して聞き取り調査を実施し

た。その結果，各地域の損失割合の平均値と最大値はそ

れぞれ 2-14％及び 4-45％と，食害の発生傾向は地域や時

期により異なっていた。魚類による食害は，遠浅な海域

で少ない傾向にあった。また，秋芽網生産期の序盤に最

も多く，その後水温の低下に伴い終息していた。鳥類に

よる食害は，島しょ部や湾口部付近の地域で少なかった。

また，生産期の序盤に食害のピークが認められた。本調

査の結果と乾海苔共販の販売記録を用いて，2016 年度か

ら 2020 年度漁期までの食害による年平均損失枚数の推

定値は約 1,900 万枚であり，これは総生産に対し 7％程

度に相当した。本調査はノリ食害の発生規模やその傾向，

漁場の水温や水深・地形との関係を捉えた重要な知見と

なりうる。 
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